
北海道消費者苦情処理委員会について 

 

１ 委員会の概要について 

（１）設置年月日 

昭和 50 年（1975 年）10 月 27 日 

（２）設置目的 

消費者の苦情の適切かつ迅速な処理に一層資するよう消費者の苦情のあ

っせん等を行わせるための知事の附属機関 

【北海道消費生活条例】 

第 24条第３項 知事は、消費者の苦情を適切かつ迅速に処理するため特に必要がある

と認めたときは、当該苦情を北海道消費者苦情処理委員会のあっせん又は調停に付す

るものとする。 

第 43 条 第 24 条第３項及び第 25 条第２項の規定によりその権限に属させられた事項

を行わせるため、知事の附属機関として、北海道消費者苦情処理委員会を置く。 

（３）制度概要 

別紙フロー図のとおり。 

 

２ 付託案件の概要と処理結果 

（１）宝石類の訪問販売に関する苦情 

当事者：30 代女性と宝石販売事業者 

概 要：オーラ鑑定で「悪霊が憑いている」と言われ、サファイアの指輪

などを購入。効果がなく、解約を求めるも事業者は反論し、あっ

せん不調。 

結 果：苦情処理委員会に付託後、和解成立。〈平成 17 年２月〉 

（２）家庭用医療機器の訪問販売に関する苦情 

当事者：消費者３名と販売会社・代理店 

概 要：「腰や咳が改善する」と勧誘され医療機器を購入したが効果なし。

返金を約束するも実行されず。 

結 果：苦情処理委員会に付託後、全額返金され終了。〈平成 28 年２月〉 

（３）シロアリ駆除契約に関する苦情 

当事者：30 代男性と住宅修理事業者 

概 要：ネットの紹介事業者のシロアリ点検後、高額な駆除作業を契約。

不十分な作業や不誠実な対応でトラブルに。 

結 果：苦情処理委員会に付託後、調停成立し履行確認。〈平成 30 年８月〉 
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